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大東市障害福祉計画は、障害のある人が年齢や障害の種別等にかかわりなく、一人ひとりの意思

決定に基づく自立を支援し、身近な地域で必要なサービスを受けながら、安心して暮らすことがで

きるよう、障害福祉サービスの基盤整備を計画的に進めるための計画です。 

第６期の計画期間が令和５年度（2023 年度）で満了するため、計画の進捗状況や国の制度改革、

障害のある人のニーズ、障害福祉サービス事業所の抱える課題等を踏まえ、新たな目標を設定する

とともに、その達成に向けた取組を計画的に推進していく必要があります。 

このため、「大東市障害福祉計画（第７期）」を策定し、障害福祉の充実に向けて令和８年度（2026

年度）の目標を定めるとともに、障害福祉サービスや地域生活支援事業、児童通所支援事業等の各

事業量の設定など、障害のある人の生活を支えるための具体的な取組を明らかにするものです。 
 
 
 

 

障害者総合支援法では「障害者」を、身体障害のある人、知的障害のある人、精神障害のある人

（発達障害及び高次脳機能障害を含む。）、難病等患者でそれぞれ 18 歳以上の者としています。

障害者手帳の所持は、身体障害のある人を除き、障害者総合支援法に基づく給付の要件とされてい

ないため、知的障害のある人、精神障害のある人、難病等患者は、障害者手帳を所持しているか否

かにかかわらず、同法に基づく給付の対象となります。 

また、児童福祉法は、児童を満 18歳に満たない者と定義し、「障害児」とは、身体に障害のある

児童、知的障害のある児童、精神に障害のある児童（発達障害児を含む。）、難病等患者であって

障害者総合支援法第４条第１項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定

める程度である児童としています。 

 
 
 
 

この計画は、障害者総合支援法に基づく「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法に規定する「市

町村障害児福祉計画」を一体のものとして作成する法定計画です。 

■本計画と他計画との関係 

  

１ 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

２ 計画の対象 

３ 計画の位置づけ 

大東市地域福祉計画 
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計画の期間は、令和６年度（2024年度）から令和８年度（2026年度）までの３年間です。 

 

 

 

「第４次大東市障害者長期計画」（平成 28～令和７年度）の基本理念であり、計画のめざすべき

社会像である「障害の有無にかかわらず一人ひとりの人格と個性を尊重し、すべての人が共に支え

あい共に生きる社会」を踏まえます。 

また、この計画では、障害のある人の自立と社会参画の実現をめざし、自己決定の尊重と意思決

定の支援への配慮を基本として、障害のある人が、障害福祉サービスや児童通所支援等を適切に利

用して、地域生活への円滑な移行や就労、児童の健やかな育成が促進されるよう、サービス提供体

制の整備を図ることを基本とします。 

さらに、制度や分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や

地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひと

りの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現をめざします。 

 

＜計画のめざす姿＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の障害のある人の総合的な計画である長期計画の基本理念を実現するため、サービス基盤整

備に取り組む際の基本視点として、国及び大阪府の基本指針等を踏まえ、次のように考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 計画の期間 

５ 基本理念 

６ 障害のある人が地域で安心して暮らしていくための基本視点 

① 障害のある人の人権と自己決定の尊重及びユニバーサルデザインの推進 

② 障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施と充実 

③ 入所・入院から地域生活への移行・継続の支援及び課題に対応したサービス提供体制の整備 

④ 地域共生社会の実現に向けた取組 

⑤ 障害児の健やかな育成のための発達支援 

⑥ 障害福祉人材の確保・定着 

⑦ 障害のある人の多様な社会参加への支援 

⑧ 障害児者等に対する虐待の防止 

⑨ 障害を理由とする差別の解消の推進 

障害の有無にかかわらず一人ひとりの人格と個性を尊重し、 

すべての人が共に支えあい共に生きる社会 
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（１）グループホーム等住まいの場の確保 

障害のある人が地域で暮らし続けることを支える選択肢の一つとして、利用ニーズが高いグルー

プホームの補助制度事業を展開していきます。 
 

（２）雇用・就労の支援 

事業所や当事者等における就労に関する課題を把握するとともに、地域の就労関係事業所やハロ

ーワーク等との連携を強化し、これまで以上に障害者雇用の取組を推進していきます。 

 

 

 
 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 
項   目 数 値 備考 

令和４年度末の入所者数【基準値】（Ａ） 64人  

第
７
期
目
標
値 

令和８年度末の入所者数 62人以下  

令和８年度末の地域生活移行者数（Ｂ）

（Ｂ／Ａ％） 

4人 

（6.3％） 

国・府の指針：令和４年度末施設入所者数(Ａ)の

６％以上 

施設入所者の削減（Ｃ）（Ｃ／Ａ％） 
2人 

（3.1％） 

府の指針：令和４年度末施設入所者数(Ａ)から

1.7％以上の削減 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害のある人が、地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

保健、医療、障害福祉、介護、住まい、就労、地域の助け合い、教育が包括的に確保された地域包

括ケアシステムの構築を目指し、精神病床からの地域生活移行をめざします。 

項   目 目標値 備考 

精神病床における１年以上の長期入院患者数

（令和８年６月末日時点） 
39人 

令和3年６月末日時点

【基準値】44人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場 

年間開催回数：6回/年 

関係者の年間参加者数：①保健関係者:6人/年、 

②医療関係者:12人/年、③福祉関係者:30人/年 

評価の実施回数：１回/年 

 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

本市及び各事業所で連携し、切れ目のない支援を実現する体制として、面的整備型で整備してい

ます。大東市障害者総合支援協議会において、地域生活支援拠点等の運用状況を検証・検討する機

会を年１回以上設けて、機能の充実を図ります。 
 

（４）福祉施設から一般就労への移行等  
項 目 数 値 備  考 

令和３年度の一般就労移行者数

（Ａ）【基準値】 
31人 大阪府調べ 

目標①令和８年度の一般就労移行

者数（Ｂ） 
42人 

国指針：令和３年度において福祉施設から一般就

労に移行した者の数の1.28倍以上（Ｂ／Ａ） 

内
訳 

目標②就労移行支援 

目標③就労継続支援Ａ型 

目標④就労継続支援Ｂ型 

29人 

10人 

 3人 

国指針：令和３年度実績の1.31倍以上 

国指針：令和３年度実績の1.29倍以上 

国指針：令和３年度実績の1.28倍以上 

２ 事業計画 

障害のある人が地域で安心して暮らしていくために  １ 

地域生活への移行と就労移行等に関する目標  ２ 
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（５）就労定着支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労定着率 

項 目 数 値 備  考 

就労定着支援事業の利用者数 27人 
国指針：就労定着支援事業の利用者数が令和３

年度末実績【19人】の1.41倍以上 

就労定着支援事業の就労定着率が

７割以上の事業所の割合 
２割５分以上 

国指針：就労定着率が７割以上の事業所の割合

を全体の２割５分以上 

就労移行支援事業利用終了者に占

める一般就労へ移行した者の割合

が５割以上の事業所【新規】 

６割以上 

府指針：就労移行支援事業利用終了者に占める

一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事

業所：就労移行支援事業所の６割以上 
 

（６）就労継続支援（Ｂ型）事業所における工賃の平均額 

実  績 第６期計画 第７期計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度目標 令和８年度目標 

16,400 円／月 19,493 円／月 14,647 円／月 19,600 円／月 

注：実績は大阪府報告の各年度の『工賃実績（市町村別）就労継続支援Ｂ型』による。 
 
 

 

項   目 目標値 

児童発達支援センターの設置 １か所（統合） 

保育所等訪問支援を利用できる体制を構築 有 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デ

イサービス事業所を各市町村に少なくとも２か所以上確保 
２か所 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場 有 

医療的ケア児等に関するコーディネーター配置人数 ２人 

 
 

 

（１）相談支援体制の構築及び充実・強化等 

項   目 目標値 

基幹相談支援センターの設置 有 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言 年間指導・助言件数【200 件／年】 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援 年間支援件数【16 件／年】 

地域の相談機関との連携強化の取組 年間実施回数【80 回／年】 

協議会における個別事例の検討を通じた地域のサービスの開

発・改善【新規】 
年間会議回数【６回／年】 

基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置【新規】 配置数【１人】 

協議会における相談支援事業所の参画による事例検討の実施【新規】 
実施回数（頻度）【６回/年】 

参加事業者・機関数【18 か所/年】 

協議会の専門部会の設置【新規】 
※当市は専門部会ではなく地域課題に対してワーキングを実施。 

設置数【0 か所】 

実施回数（頻度）【0 回/年】 

 

（２）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項 目 目 標 

障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 年間参加人数【20 人/年】 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 
体制【有】 

年間実施回数【12 回/年】 

相談支援体制の充実や障害福祉サービス等の質の向上など  4 

 3 障害児支援の提供体制の整備等 
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（１）訪問系サービス（月平均） 

サービス種別 項目 単位 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

居宅介護 
利用者数 人 287  304  323  

利用時間数 時間 4,793  4,955  5,151  

重度訪問介護 
利用者数 人 14  15  15  

利用時間数 時間 1,274  1,358  1,447  

行動援護 
利用者数 人 5  5  5  

利用時間数 時間 34  34  34  

同行援護 
利用者数 人 63  68  73  

利用時間数 時間 1,475  1,649  1,781  

重度障害者等包括支援 
利用者数 人 4  4  4  

利用時間数 時間 780  780  780  

（２）日中活動系サービス（月平均） 

生活介護 
利用者数 人 423  432  444  

利用日数 人日 7,348  7,521  7,740  

自立訓練 
利用者数 人 20  23  23  

利用日数 人日 276  312  314  

就労選択支援（新規） 
利用者数 人  4  4 

利用日数 人日  56  56 

就労移行支援 
利用者数 人 60  62  65  

利用日数 人日 940  980  1,021  

就労継続支援（Ａ型） 
利用者数 人 149  154  159  

利用日数 人日 2,731  2,829  2,931  

就労継続支援（Ｂ型） 
利用者数 人 259  275  290  

利用日数 人日 4,325  4,592  4,844  

就労定着支援 利用者数 人 25  26  27  

療養介護 利用者数 人 12  13  13  

短期入所 
利用者数 人 121  128 136 

利用日数 人日 597  625 650 

（３）居住系サービス（月平均） 

自立生活援助 利用者数 人 3  3  3  

共同生活援助 利用者数 人 241  261  282  

施設入所支援 利用者数 人 64  63  62  

 

（４）相談支援（サービス等利用計画の作成）（月平均） 

計画相談支援 利用者数 人 302 320  338  

地域移行支援 利用者数 人 4 5 5 

地域定着支援 利用者数 人 10 11 13 

 

  

障害福祉サービスの見込量  5 
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（１）必須事業 

サービス種別 単位 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

理解促進研修・啓発事業 有無 有 有 有 

自発的活動支援事業     

 本人活動支援事業 有無 有 有 有 

 知的障害者グループワーク事業 有無 有 有 有 

 精神障害者グループワーク事業 有無 有 有 有 

障害者相談支援事業 か所 4 4 4 

基幹相談支援センター 有無 有 有 有 

基幹相談支援センター等機能強化事業 有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業 有無 有 有 有 

成年後見制度利用支援事業 有無 有 有 有 

人/年 1 1 1 

成年後見制度法人後見支援事業 有無 有 有 有 

意思疎通支援事業（年間）      

 手話通訳者派遣事業 実利用者数 人 50  50  50  

  派遣件数 件 428  428  428  

  派遣時間数 時間 689  689  689  

 要約筆記者派遣事業 実利用者数 人 2  2  2  

  派遣時間数 時間 20  20  20  

 手話通訳者設置事業  人 3 3 3 

手話奉仕員養成研修事業（年間）  人 30 30 30 

日常生活用具給付等事業（年間）      

 介護・訓練支援用具  件 12  12  12  

 自立生活支援用具  件 36  36  36  

 在宅療養等支援用具  件 33  33  33  

 情報・意思疎通支援用具  件 29  29  29  

 排泄管理支援用具  件 2,842  2,842  2,842  

 住宅改修費  件 2  2  2  

移動支援事業（年間） 
利用者数 人 304  317  330  

利用時間数 時間 43,160  46,879  48,786  

地域活動支援センター（年間）      

 基礎的事業 設置箇所数 か所 2  2  2  

  利用者数 人 144  145  146  

 地域活動支援センターⅠ型 設置箇所数 か所 0  0  0  

  利用者数 人 0  0  0  

 地域活動支援センターⅡ型 設置箇所数 か所 2  2  2  

  利用者数 人 144  145  146  

 地域活動支援センターⅢ型 設置箇所数 か所 0  0  0  

  利用者数 人 0  0  0  
 

（２）任意事業 

必須事業のほか、この計画では次の事業を実施します。 

■日中一時支援事業 ■その他の事業 

■訪問入浴サービス事業 自動車運転免許取得・改造助成事業 

■生活訓練事業 障害者（児）タクシー助成事業 

■ステップアップ手話講座 障害者（児）訪問理容サービス事業 

  

地域生活支援事業の見込量  6 
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（１）通所支援事業（月平均） 

サービス種別 項目 単位 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

児童発達支援 
利用者数 人 189  203  218  

利用日数 人日 1,327  1,357  1,384  

医療型児童発達支援 
利用者数 人 5  5  5  

利用日数 人日 19  18  18  

放課後等デイサービス 
利用者数 人 502  536  571  

利用日数 人日 6,097  6,499  6,911  

保育所等訪問支援 
利用者数 人 19  20  20  

利用回数 回 29  33  35  

障害児相談支援 利用者数 人 129 137 145 

居宅訪問型児童発達支援 利用回数 回 0  0  0  
 

（２）発達障害児者に対する支援 

早期支援を充実させるために、各分野の関係機関の情報共有等の連携や相談支援体制の整備に努

めるとともに、大阪府発達障がい者支援センター等の専門機関との連携を深めます。 

 

（３）子ども・子育て支援事業のサービス 

障害の有無にかかわらず児童が共に成長できるよう、地域社会への参加・包容（インクルージョ

ン）を推進するため、障害のある児童の子ども・子育て支援等の利用ニーズを把握するとともに、

提供体制の整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

利用者の人権を尊重し、必要なサービスを適正に受けることができるよう環境の整備に努めます。 

① 情報提供・相談支援の充実 

② サービスの質の確保 
 
 
 
 

計画の具体化のため、下記の５つの取り組みを推進します。 

① 障害のある人への理解促進と計画の広報・周知 

② 地域や医療機関、企業等との連携 

③ 関係機関・庁内の推進体制の充実 

④ 大阪府・近隣自治体との連携 

⑤ 計画の進行管理 

 
 

 

 

 

 

 

３ 制度の円滑な推進 
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児童福祉法に基づくサービスの見込量 
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計画の推進  ２ 


